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研究成果の概要（和文）： 本研究では、日本・フランス・イギリスの放射性廃棄物の処理の歴史について調べ、その
比較検討を行った。イギリスは1950年代初めに3国の中で最も早く放射性廃棄物の処理を開始したが、1970年代以降、
大型再処理工場を発展させたのはフランスであった。フランスの躍進の背景には、軽水炉導入と高速増殖炉推進という
原子力政策があった。日本は1970年代には、高速増殖炉開発においてフランスから技術提供を受けており、核燃料サイ
クルについてもフランスと同様の方針であった。そのことが1980年代から計画が進められた六ヶ所再処理工場建設にフ
ランスの技術が導入された一つの重要な要因であることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）： This study examined a historical comparison of radioactive waste management in 
Japan, in France and in the UK. Among these countries, the UK began to treat radioactive waste first in 
the early 1950s, but after 1970s, France became the top of the radioactive waste management and developed 
large-scale nuclear fuel reprocessing plant, based on its nuclear policy introducing pressurized water 
reactors as well as promoting fast breeder reactors. In1970s, Japan received technological support from 
France for the research of fast breeder reactors and had the same policy as France concerning nuclear 
fuel cycle. This study revealed that this issue was crucial to introduce French radioactive waste 
management technology into the construction of Rokkasho reprocessing plant which had been prepared since 
1980s.
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１．研究開始当初の背景 
(1)既存研究との関連 

本研究は、放射性廃棄物の処理について、

歴史的観点で日仏英の比較を行うものであ

る。既存研究では、放射性廃棄物の処理に

関する史的分析とその国際比較はほとんど

なされていない。また資料収集と分析に止

まらず、最先端の技術を有するフランスの

放射性廃棄物処理施設の視察を行う。過去

に電力会社・原子力関連機関・報道機関が視

察を行った場合があるが、科学技術史研究者

による視察は日本では初めてのことである。 

(2)  研究代表者のこれまでの研究との関連 

研究代表者は、これまで原子力民事利用開

発史研究、高速増殖炉開発の歴史に関する日

仏比較研究、原子力教育の日仏比較研究に携

わってきた。その中で第二次大戦後に開始さ

れた原子力開発が、半世紀以上の歴史を経て

も依然として幾つかの本質的な課題を残し

ており、その一つが放射性廃棄物処理の問題

であると実感した。特に高速増殖炉開発の歴

史研究においては、高速増殖炉開発の停滞に

より、使用済核燃料を再処理して高速増殖炉

に用いるという前提が崩れてきたことを指

摘した。さらに 2011年 3月に起きた福島第

一原発事故により、放射性廃棄物処理の問題

を第一義的に扱うべきだということを再確

認し、放射性廃棄物処理の歴史と実態を明ら

かにするという本研究の着想に至った。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、原子力発電で使用された

核燃料がどう処理されてきたのかを歴史的

観点で分析し、21世紀の原子力開発において、

放射性廃棄物の問題をどう扱うべきかを客

観的に問い直すことである。具体的には、既

に再処理工場を所有するフランス・イギリス

と現在建設中の日本における使用済核燃料

の再処理に関する歴史とその現状を調べ、核

燃料サイクルの根本的な問題点を明らかに

する。また資料収集とその分析だけでなく、

再処理施設などの視察と関係者へのインタ

ビューを行い、それらを記録に残す。 
 
３．研究の方法 
まず日仏英各国の放射性廃棄物処理に関

する資料を収集し、データベース化する。資

料収集と同時に放射性廃棄物処理施設を視

察し、関係者へのインタビューを行う。次に

収集資料と現地視察結果を基に、日仏英の放

射性廃棄物処理の歴史的背景を各国の政治

的社会的影響をふまえて分析する。最後に仏

英日の核燃料サイクルにおける放射性廃棄

物処理の位置づけを明確にした上で、その歴

史的変遷を総合的に比較検討する。計画の概

略は以下のとおりである。 

(1)日仏英の放射性廃棄物処理に関する文献

収集とデータベース化 

(2)フランスの再処理工場関連施設視察とイ

ンタビュユー 

(3)イギリスの再処理関連研究者へのインタ

ビュー 

(4) 放射性廃棄物処理に関する日仏英比較 
 
４．研究成果 

(1) 放射性廃棄物処理に関する日仏協力 

  日本では 1980年に日本原燃サービス株

式会社として設立し、1992年に日本原燃産

業株式会社と合併して発足した日本原燃株

式会社（JNFL）が、放射性廃棄物再処理事

業を行っている。1993年に年間最大 800ト

ン Uの処理能力をもつ青森県六ケ所再処理

工場の建設がフランスの SGN社（COGEMA

社を経て現 AREVA社）の技術導入により

1993年に着工し、2006年 3月末からアクテ

ィブ試験、2007年 11月からガラス溶融炉の

アクティブ試験開始している。この再処理工

場の運転は、国内外の技術を集結しているが、

特に AREVA社とフランス原子力庁(以下

CEA)の技術に大きく依存している。六ヶ所

再処理工場の基本設計はフランスの La 

Hagueにある再処理工場 UP3とほぼ同じで



あり、日本の再処理工場技術はフランスの放

射性廃棄物処理技術の延長にあると見做さ

れる。そのことをふまえ AREVA社長の

Laferrère氏と面談し、日仏研究の関連と六

ヶ所再処理工場運転に関する問題点を議論

し、日本の再処理技術のフランスへの依存性

を明確にした。 

(2)フランスの放射性廃棄物処理史に関する

資料収集 

 フランスでは、1958年 7月にMarcoule

にてフランス初の再処理工場 UP1が、1967

年には La Hagueにてフランス第 2の再処理

工場 UP2が稼働となった。調査の結果、

AREVA社には年次報告書以外の放射性廃棄

物処理に関する歴史的資料はほとんど保管

されていなかった。一方、CEAアーカイブス

には、再処理工場関連の映像フィルムが保管

されていたため、CEAアーカイブスにて関連

フィルムを全て視聴し記録した。また CEA

の年次報告書の調査に加え月間機関誌 BIST

に掲載された放射性廃棄物処理に関する論

文を収集し、さらにMarcoule再処理工場 50

年史の資料を入手した。 

(3)フランスの再処理工場関連施設視察 

 AREVA社、CEA、仏放射性廃棄物管理庁

(ANDRA)の協力を得て下記の施設を視察し

た。 

① 2012年 9月 La Hague再処理工場 

② 2014年1月Bure 放射性廃棄物地下実験

所 

③ 2015年 3月 Marcoule再処理工場 

 各施設では解説付きで質疑応答をしなが

ら詳しく見学を行った。撮影については内部

では禁止であり外観のみ撮影ができた。なお

Marcoule再処理工場は最も古い施設である

ため既に解体作業中であり、解体に必要な技

術に関する説明も受けることができた。 

(4)イギリスの放射性廃棄物処理の歴史 

 イギリスでは 1952年にウインズケール

（現在のセラフィールド）にて再処理工場が

稼働し、以後 3万 t以上の放射性廃棄物を処

理した。海外からの受託軽水炉使用済燃料の

処理を目的とした酸化物燃料用の大型工場

THORPは、1992年2月に建設工事を完了し、

1994年 3月に試験操業を開始した。その後

2005年 4月に THORPにて放射性溶液の漏

えいが発見され操業を停止した。海外電力会

社からの委託再処理で抽出したプルトニウ

ムについては、MOX燃料への委託加工を目

的に建設したセラフィールドのMOX燃料工

場(SMP)で加工する予定であったが、製造設

備の設計上の問題で 2004年においても加工

できない状況であった。2011年 3月の福島

第一原子力発電所事故が SMP運転に及ぼす

影響を検討した結果、原子力廃止措置機関(以

下 NDA) は SMPを閉鎖することを 2011年

8月 3日に発表した。本研究では特に 1998

年と 2007年に王立協会が短期、中期、長期

に分けてプルトニウムの管理政策をイギリ

ス政府に提案した内容を分析し、福島原発事

故がイギリスの再処理政策に与えた影響を

過大評価するリスクを指摘した。 

(5)イギリスの放射性廃棄物処理関係者への

インタビュー 

 セラフィールド再処理工場視察を NDAや

在日英大使館に依頼したが補助事業期間中

に許可が下りなかったため、下記の英国原子

力研究第一人者と王立協会原子力政策研究

員にインタビューを行った。 

① 2014年 9月 J.Simpson氏 

(Southampton大学) 

② 2014年 9月 B.Koppelman (王立協会) 

 両氏からは自身が関わったイギリスの放

射性廃棄物処理関連資料を頂戴し、

Koppelman氏には今後の英再処理施設視察

の協力を依頼した。 

(6)放射性廃棄物処理の歴史に関する日仏英

比較 

 日仏英の 3カ国において、最も早く放射性

廃棄物処理の研究を開始したのはイギリス



であったが、軍事目的で開始したプルトニウ

ム抽出をMOX加工につなげる研究において

成果を出したのはフランスであった。その背

景には、1970年代にガス冷却炉から軽水炉

に炉型を切り替え、La Hagueの再処理工場

を軽水炉用としたこと、フランスにおける

1970年代の高速増殖炉(以下 FBR)開発の発

展があった。イギリスは FBR開発において

1980年代末には撤退を決定したのに対し、

日本では1985年にFBR原型炉もんじゅの建

設を開始し、1995年に発電を達成した。日

本は FBR開発においてフランスから技術提

供を受けており、また核燃料サイクルにおけ

る FBRの位置づけに関してもフランスと同

様の考え方を貫いてきた。その結果、核燃料

サイクルの中核であった FBR開発が停滞し

ても、放射性廃棄物処理に関するフランスの

日本への影響は継続された。本研究では、日

仏英の放射性廃棄物処理に関する歴史的差

異の根本的な要因の一つが、1960-80年代の

各国のFBR開発であることを明らかにした。 
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